
法律第七十二号（平二一・七・八） 

  ◎エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の

有効な利用の促進に関する法律 
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   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、エネルギー供給事業者によって供給されるエネルギーの供給源の相

当部分を化石燃料が占めており、かつ、エネルギー供給事業に係る環境への負荷を低減

することが重要となっている状況にかんがみ、エネルギー供給事業者による非化石エネル

ギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用を促進するために必要な措置を講ずる

ことにより、エネルギー供給事業の持続的かつ健全な発展を通じたエネルギーの安定的か

つ適切な供給の確保を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「エネルギー供給事業者」とは、次に掲げる者をいう。 

 一 電気事業者（電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第二号に規

定する一般電気事業者、同項第六号に規定する特定電気事業者及び同項第八号に規定

する特定規模電気事業者をいう。以下同じ。） 

 二 熱供給事業者（熱供給事業法（昭和四十七年法律第八十八号）第二条第三項に規定

する熱供給事業者をいう。以下同じ。） 

 三 燃料製品供給事業者（化石エネルギー原料から製造される石油製品、可燃性天然ガ

ス製品その他の製品のうち、燃焼の用に供されるものとして政令で定めるもの（以下

「燃料製品」という。）の製造（第三者に委託して製造することその他の製造に準ずる

行為として燃料製品の種類ごとに政令で定める行為を含む。第七条において同じ。）を

して供給する事業を行う者をいう。第八項において同じ。） 

２ この法律において「非化石エネルギー源」とは、電気、熱又は燃料製品のエネルギー

源として利用することができるもののうち、化石燃料（原油、石油ガス、可燃性天然ガ

ス及び石炭並びにこれらから製造される燃料（その製造に伴い副次的に得られるもので

あって燃焼の用に供されるものを含む。）であって政令で定めるものをいう。第五項にお

いて同じ。）以外のものをいう。 



３ この法律において「再生可能エネルギー源」とは、太陽光、風力その他非化石エネル

ギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用することができると認められるものと

して政令で定めるものをいう。 

４ この法律において「非化石エネルギー源の利用」とは、電気、熱又は燃料製品のエネル

ギー源として非化石エネルギー源を利用すること（電気事業者又は熱供給事業者にあって

は、エネルギー源として非化石エネルギー源を利用した電気又は熱を他の者から調達す

ることを含む。）をいう。 

５ この法律において「化石エネルギー原料」とは、化石燃料のうち、燃料製品の原料で

あってエネルギー源となるものをいう。 

６ この法律において「化石エネルギー原料の有効な利用」とは、化石エネルギー原料の

単位数量当たりの当該化石エネルギー原料から燃料製品を製造（第三者に委託して製造

することを含む。）して当該燃料製品を回収した後に残存する物として経済産業省令で定

めるものの経済産業省令で定める方法により算出される発生量を減少させること又は化

石エネルギー原料の単位数量当たりの当該化石エネルギー原料から製造される燃料製品

の経済産業省令で定める方法により算出される生産量を増加させることをいう。 

７ この法律において「特定エネルギー供給事業者」とは、エネルギー供給事業者のうち、

非化石エネルギー源の利用が技術的及び経済的に可能であり、かつ、その促進が特に必

要であるものとして政令で定める事業を行うものをいう。 

８ この法律において「特定燃料製品供給事業者」とは、燃料製品供給事業者のうち、化

石エネルギー原料の有効な利用が技術的及び経済的に可能であり、かつ、その促進が特

に必要であるものとして政令で定める事業を行うものをいう。 

   第二章 基本方針等 

 （基本方針） 

第三条 経済産業大臣は、エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化

石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を

定め、これを公表するものとする。 

２ 基本方針は、非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用のため

にエネルギー供給事業者が講ずべき措置に関する基本的な事項、エネルギー供給事業者

による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進のための

施策に関する基本的な事項その他エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利

用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する事項について、エネルギー需給

の長期見通し、エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネル

ギー原料の有効な利用の状況、非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有

効な利用に関する技術水準その他の事情を勘案し、環境の保全に留意しつつ定めるもの

とする。 

３ 経済産業大臣は、基本方針を定めようとするときは、エネルギー供給事業者による非



化石エネルギー源の利用の促進に関する事項について環境大臣その他関係行政機関の長

に協議しなければならない。 

４ 経済産業大臣は、第二項の事情の変動のため必要があるときは、基本方針を改定する

ものとする。 

５ 第一項から第三項までの規定は、前項の規定による基本方針の改定に準用する。 

 （エネルギー供給事業者の責務） 

第四条 エネルギー供給事業者は、その事業を行うに際して、基本方針の定めるところに

留意して、非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に努

めなければならない。 

   第三章 特定エネルギー供給事業者に係る措置 

 （特定エネルギー供給事業者の判断の基準となるべき事項） 

第五条 経済産業大臣は、特定エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用の

適切かつ有効な実施を図るため、特定エネルギー供給事業者が行う事業ごとに、非化石

エネルギー源の利用の目標及び次に掲げる事項に関し、特定エネルギー供給事業者の判

断の基準となるべき事項を定め、これを公表するものとする。 

 一 推進すべき非化石エネルギー源の利用の実施方法に関する事項 

 二 再生可能エネルギー源の利用に係る費用の負担の方法その他の再生可能エネルギー

源の円滑な利用の実効の確保に関する事項 

 三 その他非化石エネルギー源の利用の目標を達成するために計画的に取り組むべき措

置に関する事項 

２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、エネルギー需給の長期見通し、特定エ

ネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用の状況、非化石エネルギー源の利

用に関する技術水準、再生可能エネルギー源の利用に係る経済性その他の事情を勘案し

て定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。 

 （指導及び助言） 

第六条 経済産業大臣は、特定エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用の

適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、特定エネルギー供給事業者に対

し、前条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、非化石エネルギー源

の利用について必要な指導及び助言をすることができる。 

 （計画の作成） 

第七条 特定エネルギー供給事業者のうち前事業年度におけるその供給する電気（電気事

業者が他の電気事業者に供給したものを除く。）若しくは熱（熱供給事業者が他の熱供給

事業者に供給したものを除く。）の供給量又はその製造し供給する燃料製品の供給量が政

令で定める要件に該当するものは、経済産業省令で定めるところにより、第五条第一項

に規定する判断の基準となるべき事項において定められた非化石エネルギー源の利用の

目標に関し、その達成のための計画を作成し、経済産業大臣に提出しなければならない。 



２ 前項の前事業年度における供給する電気若しくは熱の供給量又は製造し供給する燃料

製品の供給量は、政令で定めるところにより算定する。 

 （勧告及び命令） 

第八条 経済産業大臣は、前条第一項に規定する特定エネルギー供給事業者の非化石エネ

ルギー源の利用の状況が第五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして

著しく不十分であると認めるときは、当該特定エネルギー供給事業者に対し、その判断

の根拠を示して、非化石エネルギー源の利用に関し必要な措置をとるべき旨の勧告をす

ることができる。 

２ 経済産業大臣は、前項に規定する勧告を受けた特定エネルギー供給事業者が、正当な

理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、総合資源エネルギー調査会の

意見を聴いて、当該特定エネルギー供給事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

   第四章 特定燃料製品供給事業者に係る措置 

 （特定燃料製品供給事業者の判断の基準となるべき事項） 

第九条 経済産業大臣は、特定燃料製品供給事業者による化石エネルギー原料の有効な利

用の適切かつ有効な実施を図るため、特定燃料製品供給事業者が行う事業ごとに、化石

エネルギー原料の有効な利用の目標及び当該目標を達成するために計画的に取り組むべ

き措置に関し、特定燃料製品供給事業者の判断の基準となるべき事項を定め、これを公

表するものとする。 

２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、エネルギー需給の長期見通し、特定燃

料製品供給事業者による化石エネルギー原料の有効な利用の状況、化石エネルギー原料

の有効な利用に関する技術水準その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情

の変動に応じて必要な改定をするものとする。 

 （指導及び助言） 

第十条 経済産業大臣は、特定燃料製品供給事業者による化石エネルギー原料の有効な利

用の適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、特定燃料製品供給事業者に

対し、前条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、化石エネルギー原

料の有効な利用について必要な指導及び助言をすることができる。 

 （計画の作成） 

第十一条 特定燃料製品供給事業者のうち前事業年度におけるその使用する化石エネルギー

原料の数量が政令で定める要件に該当するものは、経済産業省令で定めるところにより、

第九条第一項に規定する判断の基準となるべき事項において定められた化石エネルギー

原料の有効な利用の目標に関し、その達成のための計画を作成し、経済産業大臣に提出

しなければならない。 

２ 前項の前事業年度における使用する化石エネルギー原料の数量は、政令で定めるとこ

ろにより算定する。 



 （勧告及び命令） 

第十二条 経済産業大臣は、前条第一項に規定する特定燃料製品供給事業者の化石エネル

ギー原料の有効な利用の状況が第九条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照

らして著しく不十分であると認めるときは、当該特定燃料製品供給事業者に対し、その

判断の根拠を示して、化石エネルギー原料の有効な利用に関し必要な措置をとるべき旨

の勧告をすることができる。 

２ 経済産業大臣は、前項に規定する勧告を受けた特定燃料製品供給事業者が、正当な理

由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、総合資源エネルギー調査会の意

見を聴いて、当該特定燃料製品供給事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきこと

を命ずることができる。 

   第五章 雑則 

 （財政上の措置等） 

第十三条 政府は、エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネ

ルギー原料の有効な利用を促進するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

 （再生可能エネルギー源の利用に要する費用の価格への反映） 

第十四条 国は、特定エネルギー供給事業者による再生可能エネルギー源の利用の円滑化

を図るために再生可能エネルギー源の利用に要する費用を当該特定エネルギー供給事業

者による電気、熱又は燃料製品の供給の対価に適切に反映させることが重要であること

にかんがみ、その費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、この法律の趣旨及び内容

について、広報活動等を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう努めなけ

ればならない。 

 （報告及び立入検査） 

第十五条 経済産業大臣は、第八条及び第十二条の規定の施行に必要な限度において、政

令で定めるところにより、特定エネルギー供給事業者若しくは特定燃料製品供給事業者

に対し、その業務の状況に関し報告させ、又はその職員に、特定エネルギー供給事業者

若しくは特定燃料製品供給事業者の事務所、工場若しくは事業場に立ち入り、設備、帳

簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に

提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

 （環境大臣との関係） 

第十六条 経済産業大臣は、エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用の促

進のための施策の実施に当たり、当該施策の実施が環境の保全に関する施策に関連する

場合には、環境大臣と緊密に連絡し、及び協力して行うものとする。 



 （経過措置） 

第十七条 この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命

令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

 （権限の委任） 

第十八条 この法律の規定により経済産業大臣の権限に属する事項は、経済産業省令で定

めるところにより、経済産業局長に委任することができる。 

   第六章 罰則 

第十九条 第八条第二項又は第十二条第二項の規定による命令に違反した者は、百万円以

下の罰金に処する。 

第二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 一 第七条第一項又は第十一条第一項の規定による提出をしなかった者 

 二 第十五条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

第二十一条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対して各本条の刑を科する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

 （検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、政府は、この法律の施行後二年を経過した場合において、

太陽光を変換して得られる電気の買取りに係る価格等の太陽光の利用に係る費用の負担

の方法その他の太陽光の円滑な利用の実効の確保に関する取組の状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 （経済産業省設置法の一部改正） 

第三条 経済産業省設置法（平成十一年法律第九十九号）の一部を次のように改正する。 

  第十九条第一項第四号中「揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和五十一年法律

第八十八号）」を「揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和五十一年法律第八十八号）、

エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効

な利用の促進に関する法律（平成二十一年法律第七十二号）」に改める。 

（経済産業大臣・内閣総理大臣臨時代理大臣署名） 


